
「名古屋鉄道は交通インフラを支える
公益性の高い企業です。だからこそ、そ
のITインフラを支える私たちの仕事も、同
じように公益性の高さが求められる、と考
えています」――。鉄道会社の情報シス
テム子会社であるメイテツコムで代表取
締役常務事業統括本部長を務める日
比喜博氏は、同社で手がけるシステム運
用業務の特徴を一言でこう言い表す。

鉄道事業は点検・保守業務まで含め
れば、24時間・365日、絶え間ない。夜中
に保守工事の終了をネットワーク経由で
連絡することもあるので、情報システムを
中断させることはできない。しかも、鉄道
利用者は数多い。事業を司る情報シス

テムにひとたびトラブルが生じれば、影響
は計り知れない。メイテツコムの運用業
務には、鉄道事業と変わりない公益性
の高さ、言い換えれば信頼性の高さが
求められる。

新規市場の開拓に向けて
ITSMSを構築する必要も

I Tサービスマネジメントシステム
（ITSMS）を構築し、今年2月、ISO 
20000の認証を取得したのは、まさに、こ
うした情報システムの運用業務に対す
る信頼性を高める狙いからだ。日比氏は
「グループ各社から運用業務を任され
ている以上、その責務をしっかり果たす

ことは情報システム子会社の使命です。
しかも、それは競合他社との差別化にも
結び付くと考えました」と、認証取得に向
けた思いを語る。

メイテツコムでは2007年度に定めた
中期経営計画の中で、開発-運用-利用
のワンストップサービスを提供する体制
を整えることで、新規マーケットを開拓し
ていく、との方針を打ち出している。名古
屋鉄道の情報システム子会社とはいえ、
それによって現在約50%のグループ外
顧客に対する売り上げ比率をさらに高
めていく考えだ。目標達成に向けて、効
率化と品質の向上を図る観点から日常
の業務プロセスを見直し、ITSMSの構
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築を図る必要に迫られてもいた。
認証を取得したのは、ITサービス事

業部。主にグループ各社から情報システ
ムの運用業務を受託する部署で、デー
タセンターやサービスデスクの運営も手
がける。登録活動範囲としては、共通利
用型グループウエアシステムの運用・保
守とサービスデスクの運営と定めてい
る。このシステムを利用するグループ会
社は約130社・6000人に及ぶ。

事業所と登録活動範囲をこのように
定めるに至った経緯を、日比氏はこう説
明する。「グループ内のすべての会社に
関する全業務を対象に一気に認証を取
得するのは現実的ではない、と判断しま
した。たまたま、15年ほど前から利用する
グループウエアを更新する時期だったこ
とから、まずはその更新に合わせて認証
取得を目指しました」。

業務フロー見直しで生まれた

プロセス関連図

ITSMSの構築を図るにあたってはま
ず、ISO 20000の規格が要求しているフ
ローと自社の業務フローを対比させる作
業から始めた。日比氏は「業務プロセス
の間に見落としはないか、互いの連携は
うまく取れているか、検証していきました」
と振り返る。標準化が図られていない状
況では、日常の業務には慣れがあるだけ
に、個人個人のやり方でつい進めてしま
いがち。一人ひとりは責任感を持って仕
事に臨んでいても、関連する業務範囲と
の境目では見落としや連携ミスが生じか
ねない。
「例えばお客さまから問い合わせを

受けたときを想定して、ISO 20000の規

格上はどうする必要があるのかという点
と、自分たちは実際にはどう対応してい
るのかという点を対比させて、見落とし
や連携ミスがないか、検証することにし
ました。これまで業務プロセス一つひと
つを中心にこうした作業は実施してきま
したが、業務プロセス全体を俯瞰的に
検証する作業は初めて実施しました」

（日比氏）。
こうした作業を通じて出来上がったの

が、「プロセス関連図」と呼ばれる1枚の
図だ。「供給者管理」「顧客関係管理」

「サービスレベル管理」「ITサービスの
報告」など業務プロセスごとに業務内容
を明確に定めた上で、それぞれがどのよ
うな頻度で、どのように結び付いている
か、関連をフロー図として示した。認証
に向けた審査では、マネジメントシステム
として評価に値する「ストロングポイント」
の一つに挙げられた。

およそ1カ月の期間を費やして「プロセ
ス関連図」を作成した意義を、日比氏は
こうみる。

「情報システムの運用業務には、SE、
プログラマー、サーバー管理者、オペ
レーター、サービスデスク担当など、さま
ざまな立場の社員が携わります。それぞ
れの連絡体制や責任体制は一応は
整っていましたが、それを、関連図を作る
ことで改めて整理できたのではないかと
思います。図を見れば、業務全体の流
れの中で自分の仕事がどこに位置づけ
られるのか、どのような仕事と関連してい
るのか、ひと目で飲み込めます。文章で
理解したりイメージを共有したりする難し
さを、図を用いることで克服できました。
これは、やって良かったなと思います」

認証の取得に向けて幸いだったの
は、2002年6月、情報セキュリティマネジメ
ントシステム（ISMS）に対してISO 27001
の認証を取得した経験がすでにあった
ことだ。日比氏によれば、ITSMSの構築
を図る過程では、ISO 20000はISO 
27001とどこが異なるのかという点を意識
し、出来る限り以前の経験を生かすこと
を考えながら作業に取り組んだという。

情報システムの開発、運用・保守、利用型サービスの提供を手がけるメイテツコムは、名古屋鉄道グループ各
社のシステム運用を一手に引き受ける。運用業務の信頼性を高める狙いから、グループ約130社が利用する
グループウエア更新をきっかけにITサービスマネジメントシステムの構築に取り組み、今年2月にISO	
20000の認証を取得した。認証取得に向けて、どのように取り組んできたのか、代表取締役常務事業統括本
部長の日比喜博氏にお聞きした。

グループウエアの
運用管理にISO	20000
−システム運用業務への
　　信頼性向上を図る

代表取締役常務
事業統括本部長

日比喜博氏

プロセス関連図

株式会社メイテツコム

ISO	20000の活用事例特集
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全体最適の実現に向けて

着実な一歩と効果を評価

「例えば、内部監査やマネジメントレ
ビューのあり方に差はないと考えていま
したが、ISO 20000の要求事項には
ISO 27001のように詳しくは記述されて
いなかったので、戸惑いました。調べた
結果、ISO 27001と同じにとらえればい
いことがわかって、作業をスムーズに進
めていくことができました。また、リスク分
析の過程は一般につまずきやすいとい
われますが、ここでもISO 27001の認証
を取得した時の経験を生かすことがで
きたので、難なく先に進むことができまし
た」（日比氏）。

では、ISO 20000の認証を取得した
効果はどのように表れているのか。日比
氏はこうみる。
「社員一人ひとりが各自の責任範囲

内で一生懸命に仕事をしていました
が、それが全体最適につながっていた
かどうかは疑問です。ITSMSの構築を
図って認証を取得したことで、全体最
適の実現に向けて最初の一歩を踏み
出すことができたのではないか、と確信
しています」

ISO 20000では、提供サービスの 

最低水準を顧客との 
間で合 意し、「 S L A

（ S e r v i c e  L e v e l 
Agreement）」という
文書の形で定めること
を求めている。サービス
水準の底上げを図って
いくことを考えると、こう
した合意文書を交わす
ことにも一定の意義が
認められる、と日比氏は
みる。
「鉄道会社の情報システム子会社と

して、24時間・365日、フルタイムで一定
水準以上のサービスを提供していくな
ら、それなりの体制を整備する必要があ
ります。そこでは、質の高いサービスを
提供できるのはこの社員のおかげとい
う属人性は出来る限り排除したい。サー
ビスの最低水準を『SLA』という形で定
めていると、それを人に依存しない形で
引き上げていくには具体的にどこをどの
ように改めればいいか、改善の検討に
役立ちます」。

グループウエアの更新に合わせたも
のだったことから、認証の取得では登録
活動範囲や事業所を限定したが、メイ
テツコムでは来年度以降、それらを情報

システムの運用業務一般にまで広げて
いく方針だ。日比氏は「SLAで定める基
本的な内容はすでにある程度出来上
がっているので、改めて必要になるの
は、認証取得に向けた事務的な手続き
や個別ルールの整備くらいなものです。
大規模な情報システムも登録活動範囲
に加えることで、来年度内には、9割以
上に当たる運用業務にまで範囲を広げ
ていく考えです」と抱負を語る。

東海3県（愛知・岐阜・三重）で初めて
といわれるISO 20000。メイテツコムでは
認証の取得経験を、「『開発-運用-利用
のワンストップサービスの提供』を展開し
ていく中で差別化要因として際立たせ
ていきたい」（日比氏）と、前向きに活用
していく考えだ。 

■  ISO 20000認証取得の動向  ■
ITサービスマネジメントシステム（ITSMS）ISO 20000の登録件

数は、2009年度までは緩やかな増加にとどまっていましたが、

2010年4月以降、申し込みも含めた審査件数が大きく伸び、2010

年末までにJQAの登録件数が50件を超える見通しです。

業種別にはデータセンターを運営するITサービス会社が多い

のですが、外部顧客にITサービスを提供する組織だけでなく、社

内やグループ内にITサービスを提供する組織が認証を取得する

ケースもあります。従業員数十名の組織から数千名に上る組織ま

で、規模もさまざまです。

■  ISO 20000導入のメリット  ■
ISO 20000は、情報処理システムを利用したサービスを、必要と

する人に、必要なときに、的確な情報が提供される仕組みが構築

されるよう作られたマネジメントシステム規格です。ISO 20000が

発行されるまでは、情報処理システムの運用もISO 9001を使って

行おうとしていましたが、カバーしきれないところがあったので

す。ISO 20000は、管理された情報処理システムを利用したサービ

ス提供に合致するように作られているため、ITサービスの品質向

上に大きな効果が得られます。

ISO 20000では、システムの変更について、誰がどのような権

限で決定するかをきちんとしたルールの下で行い（変更管理、リ

リース管理）、システムの状態も適正に維持されるように求めて

います（構成管理）。日本版SOX法の施行以降、ITシステムの内部

統制の確保が重要な課題となっていますが、ISO 20000の導入で

内部のシステムを整え、それを客観的に証明している例が数多く

見られます。

また、ITSMSの導入により、例えば、SLAによるサービス内容の

見える化、13のプロセス（図1）による手順の見える化、役割分担、

コスト、インシデント（障害）等の見える化が可能となり、その結

果、業務改善が進み、効率化が図れます。

運用に携わるスタッフのモラルの向上という効果もあります。

自分が行っている業務が全体のなかでどの位置づけにあるのか、

ISO 20000に規定された13のプロセスに明確化されるので、やり

がいや責任感の向上につながるわけです。

運用担当者と顧客の距離が近づいたという意見も多く聞かれ

ます。ISO 20000の要求事項として、ユーザーを交えてSLAをレ

ビューすることが求められます。それまで接することのなかった

ユーザーの生の声を聞くことができ、時には感謝の言葉などを受

けることもあり、社員のモチベーションが上がったという感想もい

ただいています。

■  システム構築時の留意事項  ■
これからITSMSを導入しようとする組織の方には、日常作業の

煩雑さを避けるために安易にインシデントの記録や構成管理を

限定してしまうことにご注意いただきたいと思います。例えばイン

シデントの記録を業務に障害が起きたものだけに限定して、障害

につながったかもしれない事象を除外しては、リスク管理がきち

んとできなくなります。同様にシステムの構成管理は常に最新の

ものに保たなくてはならないのですが、資料のアップデートに例

外を作って指摘になった例もあります。

■  業種を問わず有効なマネジメントシステム  ■
現在では、情報処理システムが適切に運用されているかどうか

が経営を左右する重要な要件となっています。ITSMSは、いわゆる

ITサービス業だけでなく、情報処理システムをベースに付加価値

のあるITサービスを提供している組織すべてに有効です。ぜひ業

種を問わず導入を検討いただければと思います。

JQAではISO 20000の導入拡大、大規模な組織、複数規格の同時

審査にも対応できる、十分な審査員の体制を確保しています。ま

た、最新のIT技術動向にも対応できるよう日々教育も行っています。

また、ISO 20000は2011年ごろに改正が予想されていますが、

規格改正情報についても適宜、皆さまにお知らせしていきたいと

思います。 

所　在　地 名古屋市中村区名駅南1-21-12
設立年月日 1976年（昭和51年）9月
資　本　金 1億円
従 業 員 数 258名
業 務 内 容 システム運用管理、ソフトウエア開発
ISO 20000初回登録 2010年2月（ITサービス事業部）
ISO 27001初回登録 2002年6月
ホームページ http://www.meitetsucom.co.jp/

サービスデスク

株式会社メイテツコムの概要

JQA認定ISO/IEC 20000主任審査員

　馬渡俊一

ITサービスマネジメントシステム審査チームより

ISO 20000でITサービスの価値向上を

（図1）

ISO	20000の活用特集

サービスデリバリプロセス

コントロールプロセス

リリースプロセス

キャパシティ管理 サービスレベル管理 情報セキュリティ管理

サービス継続性及び
可用性管理 サービスの報告 ITサービスの

予算管理及び会計

構成管理 変更管理

リリース管理

関係プロセス
事業関係管理

解決プロセス
インシデント管理

問題管理 サプライヤ管理




